
画道路３・４・１４号手賀沼公園・久寺家線の整 我孫子地区中心拠点へアクセスする路線として、国道６号から根戸新田・布佐下線へ南北をつなぐ幹線道路
施策目的・

(2)目的 備を完了させるとともに、３・５・１５号根戸新田・布佐下線の整備に合わせて、３・４・９号下ヶ戸・中 事業目的 を整備し、自動車の交通導線を公園坂通りから本路線へ移行、安全で利用しやすい道路づくりを目指す。
展開方向

里線と３・４・１０号青山・日秀線の整備を進めます。また、事故多発箇所や渋滞箇所については、安全施
我孫子都市計画道路事業は、我孫子地区内を円滑に移動できる道路網を整備するため、国道６号から根戸新 ○起債要望・申請                      　                    　 　      ５月～　３月
田・布佐下線間全長１，２７０ｍのうち未整備区間の延長５２０ｍ（幅員：一般部１６ｍ・交差部１９ｍ） ○権利者交渉（用地取得面積：1,034.08㎡（1筆）、物件補償（1件）　     ４月～　３月
の新設をする。 当該年度 　　　　            　　　　　　　　　　　 　

執行計画
(3)事業内容 内　　容

事業用地取得 想定値 1当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 用地買収及び整備工事を進める。 直接 整備進捗率（用地取得率＋工事進捗率） % 81 88

令和 2年度 整備工事を進める。 直接 整備進捗率（用地取得率＋工事進捗率） % 88

令和 3年度 供用の準備を進める。 直接 整備進捗率（用地取得率＋工事進捗率） % 100

残り１件の用地買収において、出来る限り早期に権利者の協力が得られるように粘り強く交渉を続ける。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

〔用地管理〕 〔用地管理〕 〔工事〕（整備路線全体） 警察協議 0
＊ 収入印紙代 180 ＊ 収入印紙代 100 0 ＊ 道路工事費（起債対象） 111,030 〔工事〕千葉県警察
＊ 不動産鑑定料・登記手数料 3,445 ＊ 印刷製本費 25 24 ＊ 区画線整備費（起債対象） 3,200 信号機移設、横断歩道・標識設置 0
＊ 緑地樹木管理委託料 126 ＊ 不動産鑑定料・登記手数料 2,758 1,376 〔工事〕（国道３５６号側交差点部）
＊ 物件調査委託料 7,215 ＊ 緑地樹木伐採委託料 253 232 ＊ 道路改良工事費（起債対象） 25,100
＊ 事業用地取得費（起債対象） 117,886 ＊ 物件調査委託料 18,203 9,350 ＊ 付帯工事費 4,400
＊ 物件移転補償費（起債対象） 96,620 ＊ 看板作成設置委託料 35 35 〔工事〕（大型店舗前）

実施内容 〔工事〕 ＊ 収用事業認定申請図書等作成業務委託料 5,500 0 ＊ 付帯工事費 3,600
＊ 維持管理費 980 ＊ 事業用地取得費（起債対象） 117,886 0

(8)施行事項
費　　用 ＊ 財産売払収入（83,402千円） 0 ＊ 物件移転補償費（起債対象） 113,615 0

＊ 樹木管理委託料（予備費） 668 〔工事〕
＊ 付帯工事費 9,071 1,134

予算(決算)額 合　　計 227,120 合　　計 267,446 12,151 合　　計 147,330 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 90 ％ 193,000 充当率 90 ％ 208,300 0 充当率 90 ％ 125,300 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 34,120 40,140 12,151 22,030 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 ■その他 19,006 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.64 1.44 1.44 1.34 1.34
正職員人件費 14,432 12,672 12,672 11,792 11,792

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 241,552 280,118 24,823 159,122 11,792
(11)単位費用

241,552千円／件 280,118千円／件 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子駅から手賀沼公園へ向かう公園坂通りの自動車交通動線を本路線に分散し、安全で快適な交通空間を確保する必要 ●①事前確認での想定どおり
がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

まちづくりの面から必要性が高い幹線道路である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 都市計画法に基づく認可事業のため、市が実施する必要がある。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ・近隣の手賀沼公園の景観に配慮した樹種による街路樹整備 ・工事による建築廃材を適切に処理した。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ・透水性ブロックによる歩道舗装整備によりヒートアイラン ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している ド現象を暖和する

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
81 88 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

権利者と契約締結に向けた交渉を進めた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 280,118 △38,566 24,823 8.86
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

地権者と事業用地売買契約及び補償契約に至れなかったため

△15.97

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 地権者と事業用地売買契約及び補償契約に至れなかった

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 ため

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.03

% 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
都市計画で定めた主要な幹線道路であるため、早期の供用に向けて課題へ対応しながら引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 699 課コード 0602 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・交通課

個別事業 手賀沼公園・久寺家線の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 平成31年度 ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 1.44 人）
(1)事業概要

(当　初) 279,176 千円 (うち人件費 12,672 千円）⑦事業費
総事業費 2,100,000 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 280,118 千円 (うち人件費 12,672 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63102 重点なし ○有 ●無 (計画名) 都市計画マスタープラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

中心拠点活性化の観点から、現在整備を進めている都市計



道路 下新木踏切の拡幅整備を行い、利用者の安全と利便性の向上を図るとともに、南北地区の連絡を強化する。
施策目的・

(2)目的 の計画的な整備を進めます。 事業目的
展開方向

下新木踏切及び踏切に接続する両側市道の円滑で安全な通行を確保するため、地権者交渉を行って順次市道 〇権利者交渉（３件、テナント３件）　４月～３月
の拡幅用地を取得するとともに、歩道整備を行う。（延長２１０ｍ） 〇歩道整備工事　４月～３月

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

契約した権利者数 想定値 7当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 2

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 用地を取得して歩道整備工事を行う。 直接 契約権利者数 件 2 7

令和 2年度 用地を取得して歩道整備工事を行い下新木踏切の拡幅工事を実施する。 直接 歩道整備延長 ｍ 210

令和 3年度 直接 箇所 0

下新木踏切道は交通量も多く、児童の通学路ともなっていることから、十分な安全対策を行いながら夜間や片側交互通行等での
(7)事業実施上の課題と対応 工事を実施する。市道拡幅部の用地確保については、関係権利者の合意を得る必要があるが対象者全ての合意を得ている訳では 代替案検討 ○有 ●無

ない。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 地権者交渉 0 ＊ 地権者交渉 0 ＊ 交付金要望 0
＊ 交付金要望 0 ＊ 交付金要望 0 ＊ 交付金申請 0
＊ 交付金申請 0 ＊ 交付金申請 0 〔用地等の取得〕

〔用地等の取得〕 〔用地等の取得〕 ＊ 用地取得費（買戻し）（補助・起債対象 18,079
＊ 収入印紙代 28 ＊ 収入印紙代 12 2 ＊ 物件移転補償費（買戻し）（起債対象） 57,566
＊ 不動産鑑定・登記手数料 4,270 ＊ 不動産鑑定・登記手数料 2,136 391 ＊ 不動産鑑定 173
＊ 物件調査業務委託料（再算定） 4,137 ＊ 物件調査業務委託料（再算定） 4,378 〔道路整備工事〕

実施内容 ＊ 用地取得費（買戻し）（補助・起債対象 20,803 ＊ 電柱移設補償費 2,573 2,198 ＊ 踏切交通安全対策改良工事費（補助・起 30,000
＊ 物件移転補償費（買戻し）（起債対象） 115,983 〔道路整備工事〕 〔継続費（Ｈ３１～Ｈ３２）〕

(8)施行事項
費　　用 ＊ 電柱移設補償費 400 ＊ 買収用地維持管理工事費 2,385 308 設定金額　240,840千円 0

〔道路整備工事〕 ＊ 道路改良工事 10,490 10,325 ＊ 踏切改良工事負担金（補助・起債対象） 180,840
＊ 買収用地仮舗装工事費 1,350 ＊ 用地取得費 5,661 5,661
＊ 踏切交通安全対策改良工事費（補助・起 16,970 〔継続費（Ｈ３１～Ｈ３２）〕

〔債務負担（Ｈ２６～Ｈ３２）〕 設定金額　240,840千円 0
設定総額　227,100千円 ＊ 踏切改良工事負担金（補助・起債対象） 60,000

＊ 用地取得費（債務負担23,656千円） 0 〔債務負担（Ｈ２６～Ｈ３２）〕 0
＊ 物件移転補償費（債務負担52,749千円） 0 設定総額　227,100千円 0
＊ 電柱移設補償費（予備費） 509 ＊ 用地取得費（債務負担18,079千円） 0

＊ 物件移転補償費（債務負担57,566千円） 0

予算(決算)額 合　　計 164,450 合　　計 87,635 18,885 合　　計 286,658 合　　計 0
国庫支出金 補助率 55 ％ 20,350 補助率 55 ％ 44,243 11,243 補助率 55 ％ 125,905 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 90 ％ 119,600 充当率 90 ％ 28,800 4,200 充当率 90 ％ 144,500 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 24,500 14,592 3,442 16,253 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.6 1.4 1.4 1.15 0
正職員人件費 14,080 12,320 12,320 10,120 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 178,530 99,955 31,205 296,778 0
(11)単位費用

35,706千円／件 14,279.29千円／件 15,602.5
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

下新木踏切を有する市道００－０３３号線は、新木地区における南北の重要な横断動線となっており、新木布瀬線の整備 ●①事前確認での想定どおり
や新木駅南側土地区画整理事業が完了したことにより、通過交通量が増加しているとともに、南新木地区の人口が急増し ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ている関係から、通学路として通行する児童が多い状況となっている。しかし、国道３５６号から下新木踏切部分は幅員 ○要
   背景は？(事業の必要性) が特に狭く、車両のすれ違いも困難な状況となっている。また、歩道が整備されておらず、歩行者には危険な状況となっ ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ている。 道路交通の安全確保、歩道整備による通学路の安全性の確保からも重要な事業である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 道路管理者である市が踏切道の改良を実施する必要がある。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
2 7 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

契約締結に向けた交渉を重ねたが、契約には至らない地権者がいた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 99,955 78,575 31,205 31.22
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

踏切拡幅工事が遅れ、繰越したため。

44.01

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 踏切拡幅工事が遅れ、繰越したため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.01

件 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
道路交通の安全性や歩道整備による通学路の安全確保という施策の実現に向けて重要な事業であることから、鉄道事業者及び関係権利者と調整
を図りながら、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 701 課コード 0602 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・交通課

個別事業 下新木踏切道の改良 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 ■新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 令和 2年度 ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 1.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 85,323 千円 (うち人件費 12,320 千円）⑦事業費
総事業費 490,000 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 99,955 千円 (うち人件費 12,320 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全で快適に通行できるよう、狭あい道路の拡幅や踏切の改良など、市民の生活に密接にかかわる生活



エレベーター・エスカレーターや自由通路の安全性や快適性を高めるため、効果的な維持管
施策目的・

(2)目的 ー・エスカレーターを設置するとともに、我孫子駅と天王台駅では、自由通路の整備を検討します。また、 事業目的 理を行う。
展開方向

駅構内のエレベーターの設置を支援します。
〇駅施設の維持管理 ４月～３月　・自由通路（湖北・新木・布佐）の維持管理
・我孫子駅・天王台駅の南北口エレベーター・エスカレーターの維持管理 ４月～３月　・エレベーター、エスカレーター（全駅）保守点検（月１回）
・湖北駅の南北口エレベーター・エスカレーター、自由通路の維持管理 当該年度 ４月～３月　・自由通路、エレベーター、エスカレーター清掃（毎日）
・新木駅の南北口エレベーター・エスカレーター、自由通路、トイレの維持管理 執行計画 ４月～９月　・我孫子駅北口エレベーターピット修繕

(3)事業内容 内　　容 ・布佐駅の南北口エレベーター・エスカレーター、自由通路、トイレ（修繕のみ）の維持管理
〇駅修繕
・中・長期修繕計画の検討 自由通路点検箇所数、エレベーター・エスカレーターの点検箇所数 想定値 22当該年度
〇駅の利便性向上 我孫子駅（ＥＶ２・ＥＳＣ３）天王台駅（ＥＶ２・ＥＳＣ２） 単位 箇所

活動結果指標 実績値 22湖北駅（ＥＶ２、ＥＳＣ２）、新木駅（ＥＶ２、ＥＳＣ２）、布佐駅

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 各駅の自由通路・エレベーター・エスカレーターの維持管理 直接 対応箇所数 箇所 22 22

令和 2年度 各駅の自由通路・エレベーター・エスカレーターの点検・維持管理を行う。 直接 対応箇所数 箇所 22

令和 3年度 各駅の自由通路・エレベーター・エスカレーターの点検・維持管理を行う。 直接 対応箇所数 箇所 22

各駅において老朽化が進み、雨漏りが頻繁に発生している。雨漏りの原因特定は困難で、調査と修繕には多額の費用が掛かるこ
(7)事業実施上の課題と対応 とから、雨天時の点検を密に実施しながら、対応を検討していく。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品 50 消耗品 50 48 消耗品 50 消耗品 50
光熱水費（我孫子・天王台・湖北 6,600 光熱水費（我孫子・天王台・湖北 6,438 6,413 光熱水費（我孫子・天王台・湖北 6,500 光熱水費（我孫子・天王台・湖北 6,500
新木） 新木） 新木） 新木）
防犯カメラ使用料　 518 施設修繕料 684 675 施設修繕料 600 施設修繕料 600
通信運搬費 60 通信運搬費 60 60 通信運搬費 60 通信運搬費 60
清掃委託料 7,320 清掃委託料 7,813 7,813 清掃委託料 7,813 清掃委託料 7,813
施設修繕費 600 防犯カメラ使用料　 518 518 防犯カメラ使用料 518 防犯カメラ使用料 518

実施内容 我孫子駅北口エスカレーター踏板修繕 7,667 ＊ 我孫子駅北口エレベーターピット 976 968
＊ 湖北駅北口エスカレーター修繕 6,922 天王台駅シャッター修繕（予備費） 276 276

(8)施行事項
費　　用 ＊ 布佐駅照明器具修繕 1,944 災害修繕（予備費） 1,723 1,723

＊ 湖北駅ホーム屋根等整備負担金 180,000
＊ （うち自由通路修繕37,897千円）
＊ 湖北駅自由通路防犯カメラ使用料 102

予算(決算)額 合　　計 211,783 合　　計 18,538 18,494 合　　計 15,541 合　　計 15,541
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 75 ％ 28,400 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 123,383 18,538 18,494 15,541 15,541

その他の財源 □特会 □受益 ■基金 □その他 60,000 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.44 0.44 0.44 0.44 0.44
正職員人件費 3,872 3,872 3,872 3,872 3,872

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 215,655 22,410 22,366 19,413 19,413
(11)単位費用

9,802.5千円／箇所 1,018.64千円／箇所 1,016.64
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

多くの市民が利用する駅の自由通路及びバリアフリー施設の適正な維持管理は重要である。 ●①事前確認での想定どおり
また、駅施設の利便性向上は市民生活に必要なものである。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

自由通路・バリアフリー施設等の維持管理を適正に実施した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 多くの市民が利用する自由通路及びラチ外バリアフリー施設

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 を適正に維持するには、市が主導・主体で維持管理を行う必
□その他 　促進された 要がある。また、駅構内施設についても市が積極的に支援す

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した ることで市民の利便性向上に繋がる。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(箇所) 目標値(b)(箇所) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(箇所) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
22 22 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

災害・緊急対応を含め対象施設について適正な維持管理を行うことができたため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 22 100

。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 22,410 193,245 22,366 99.8
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

機器の保守点検等、包括委託することにより経費削減をしている。

89.61

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.1

箇所 10万円 0.1 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
駅バリアフリー施設は、安全が最も優先されなければならないものであるため、ＪＲと協力し、日々施設の維持管理に努めることが必要である
。良好な環境を保つためには、現状通り推進していくことが不可欠である。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 703 課コード 0602 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・交通課

個別事業 駅施設維持管理事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成29年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.44 人）
(1)事業概要

(当　初) 20,389 千円 (うち人件費 3,872 千円）⑦事業費
総事業費 50,107 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 22,410 千円 (うち人件費 3,872 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63403 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

誰もが安全で快適に駅施設を利用できるよう、新木駅では、自由通路を整備し、駅南口・北口にエレベータ ＪＲ各駅構外の



自転車禁止区域及び公共の場所において放置自転車を撤去し、歩行空間を確保する。
施策目的・

(2)目的 自転車のパトロール強化に取り組み、安全で快適な歩行者空間を創出します。 事業目的 自転車駐車場維持管理運営を行うことで、駅周辺での自転車の放置を防止する。
展開方向

〇放置自転車対策 ４月～３月　　　放置自転車の撤去・移送・保管・返還、市内１５箇所の自転車駐車場の管理運営
・放置自転車禁止区域及び自転車駐車場内の無断駐車車両の撤去・移送・撤去後６０日保管 ４月～９月　　　我孫子駅北口自転車駐車場受変電設備等改修工事
〇自転車駐車場管理運営 当該年度 １０月～１１月　放置自転車クリーンキャンペーン
・市内１５か所の自転車駐車場の管理運営 執行計画 １月～３月　　　新年度の自転車駐車場利用者募集

(3)事業内容 内　　容 〇啓発活動
・自転車の放置抑止のためのパトロールの実施、自転車駐車場への利用誘導

自転車駐車場の利用率 想定値 80当該年度
（放置自転車返還台数：実績値200台/想定値600台） 単位 %

活動結果指標 実績値 75

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 自転車駐車場を整備して放置自転車を減少させ､駐車場利用を促進する。 直接 自転車駐車場の利用台数（登録者） ％ 76 80
放置自転車返還台数（Ｈ29年度：568台）

令和 2年度 自転車駐車場を整備して放置自転車を減少させ､駐車場利用を促進する。 直接 自転車駐車場の利用台数（登録者） ％ 80
放置自転車返還台数（Ｈ29年度：568台）

令和 3年度 自転車駐車場を整備して放置自転車を減少させ､駐車場利用を促進する。 直接 自転車駐車場の利用台数（登録者） ％ 80
放置自転車返還台数（Ｈ29年度：568台）

　高齢化等の影響で定期利用者が減少している。対して、1日100円で利用する一時利用者が増加しているため、今後はシステム
(7)事業実施上の課題と対応 ラックを導入する等の対策をして、一時利用台数の確保を図る必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

自転車駐車場管理運営及び放置自転車 91,988 自転車駐車場管理運営及び放置自転車 94,731 94,731 自転車駐車場管理運営及び放置自転車 94,731 自転車駐車場管理運営及び放置自転車 94,731
対策業務委託料 対策業務委託料 対策業務委託料 対策業務委託料
賃借料（土地・設備） 60,264 賃借料（土地・設備） 60,690 60,690 賃借料（土地・設備） 60,690 賃借料（土地・設備） 60,690
還付金 400 還付金 400 380 還付金 400 還付金 400

＊ 我孫子駅北口受変電設備改修工事 21,294 21,294 ＊ 一時利用設備改良工事（我孫北） 10,230 ＊ 一時利用設備改良工事（CP我孫南） 10,560
＊ 我孫子駅北口自転車駐車場LED化工事 0

災害修繕（予備費） 198 198
実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 152,652 合　　計 177,313 177,293 合　　計 166,051 合　　計 166,381
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 90 ％ 23,300 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 74,846 77,909 102,926 89,947 90,277

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 77,806 □特会 ■受益 □基金 □その他 76,104 74,367 □特会 ■受益 □基金 □その他 76,104 □特会 ■受益 □基金 □その他 76,104
換算人数(人) 0.44 0.44 0.44 0.44 0.44
正職員人件費 3,872 3,872 3,872 3,872 3,872

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 156,524 181,185 181,165 169,923 170,253
(11)単位費用

1,956.55千円／% 2,264.81千円／% 2,415.53
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

放置自転車の撤去・移送を行うことで駅前の歩行者空間が確保できる。 ●①事前確認での想定どおり
自転車駐車場を適正に維持管理運営することにより、放置自転車を減少させ、駅前の歩行者空間が確保できる。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

自転車等駐車対策事業をシルバー人材センターに委託し、適正に事業を実施することができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 自転車等駐車対策については、放置自転車の撤去・移送と放

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 置自転車の受け皿となる自転車駐車場の運営を一体で実施す
□その他 　促進された ることで駅前等の良好な歩行空間が確保できるものであり、

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 民間自転車駐車場がほぼ無い我孫子市においては、市が主導
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された して進める必要がある。 ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている CO2を排出しない自転車を推進している。 市民に自転車利用がしやすい環境を作り、自転車利用を啓発 ●①想定どおり
□②生き物と共存している することで環境改善に繋げている。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
76 80 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

我孫子駅北口自転車駐車場工事を安価に実施することができたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 75 93.75
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 181,185 △24,661 181,165 99.99
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

不正利用・超過利用等が多数見受けられるため、違法駐輪自転車の巡回・警告を
強化し、歳入増を図る。

△15.76

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.04

％ 10万円 0.04 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
通勤通学世代は減少傾向にあるが、依然、駅前等で自転車を放置する者は絶えない。今後は違反者に対し、積極的に自転車駐車場の利用を促し
ていくことで定期利用者等の増を目指していく。引き続き、放置自転車対策と一体となった事業の推進が必要となる。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 711 課コード 0602 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・交通課

個別事業 自転車等駐車対策事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.44 人）
(1)事業概要

(当　初) 185,667 千円 (うち人件費 3,872 千円）⑦事業費
総事業費 153,164 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 181,185 千円 (うち人件費 3,872 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63302 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

各駅周辺の自転車放置禁止区域内における歩行者等の安全を確保するため、自転車駐車場の利用促進や放置 放置



要な交通手段であるバス 高齢者や障害者の方が、気軽に外出できる支援策として、市内送迎バスを活用する。
施策目的・

(2)目的 路線の延長など、地域住民や公共交通事業者と連携し、バス輸送力と利便性の向上を図ります。また、市域 事業目的
展開方向

東側の新たな公共交通として、シャトルバスの導入について市内バス事業者等と協議していきます。
〇送迎バス事業者との協力 ４月～３月　送迎バス利用パスカード発行
・送迎バスを運行する事業者の施設以外の利用者であっても、利用できるよう協力をいただく。 ５月　　　　傷害保険入札
・送迎バス利用者の苦情や利用における問題に市が率先して対処する。 当該年度 １月～２月　送迎バス利用パスカード更新・事業者と協定書締結（隔年）
・万が一の事故等の発生に備え、市が送迎バスの座席数に応じた傷害保険に加入する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 〇送迎バス利用パスカードの発行
・市内在住の高齢者（６５歳以上）及び障がい者に送迎バス利用パスカードを発行する。
・他課、他機関と協力し、利用希望者が気軽にカードが持て、送迎バスが利用できるよう取り組む。 利用可能な外出応援バス事業者数 想定値 11当該年度

単位 事業者
活動結果指標 実績値 10

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 高齢者や障害者の外出応援を図る。 直接 外出応援バス事業者数 事業者 11 11

令和 2年度 高齢者や障害者の外出応援を図る。 直接 外出応援バス事業者数 事業者 11

令和 3年度 高齢者や障害者の外出応援を図る。 直接 外出応援バス事業者数 事業者 11

近年、一部の利用者が事業者に対して過度な要求を行うなど、利用者のマナーに関する課題が発生している。利用者に対しては
(7)事業実施上の課題と対応 、本事業が事業者の厚意で成り立っていることを周知徹底していく必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

送迎バス利用傷害保険料 1,092 送迎バス利用傷害保険料 939 902 送迎バス利用傷害保険料 1,001 送迎バス利用傷害保険料 1,001
　座席数600席×1,732円 　座席数550席×1,820円 　座席数550席×1,820円   座席数550席×1,820円
印刷製本費 292 印刷製本費 292
　送迎バス利用パスカード印刷 　送迎バス利用パスカード印刷

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,384 合　　計 939 902 合　　計 1,293 合　　計 1,001
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,384 939 902 1,293 1,001

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.34 0.34 0.34 0.34 0.34
正職員人件費 2,992 2,992 2,992 2,992 2,992

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,376 3,931 3,894 4,285 3,993
(11)単位費用

397.82千円／事業者 357.36千円／事業者 389.4
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢化が進む現状において、鉄道やバスなどの公共交通機関を補完するため、市民バスの運行に加え高齢者の移動手段を ●①事前確認での想定どおり
確保していくことが必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

平成30年度に事業者が減少したが、引き続き多くの方に活用いただくことができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が調整することで、送迎バス事業者の理解を得ることがで

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 きている。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 事業者の厚意で成り立っている事業である。 民間事業者と協力して事業に取り組んでいる。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 送迎バスを活用してもらうことで自家用車での外出が抑えら 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している れる。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(事業者) 目標値(b)(事業者) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(事業者) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
11 11 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

平成30年度に事業者が減少したため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 10 90.91
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,931 445 3,894 99.06
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

送迎バスを所有する事業者の厚意で、高齢者等が乗降しているため、バス等の経
費がかからない。

10.17

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.28

事業者 10万円 0.26 92.86

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
高齢化が急速に進む中では、高齢者の買い物・病院等への足を確保するため、重要な事業であることから、公共交通を阻害しない範囲で引き続
き推進していく。ただし、近年、利用者のマナー悪化が協力事業者の大きな負担となっている。事業存続のためにも今一度利用者に本事業が事
業者の厚意で成り立っていることを周知する必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 712 課コード 0602 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・交通課

個別事業 事業者等の送迎バスの空席を活用した外出応援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成16年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.34 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,993 千円 (うち人件費 2,992 千円）⑦事業費
総事業費 4,436 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 3,931 千円 (うち人件費 2,992 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63402 重点４ ○有 ○無 (計画名) 第三次総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民が快適に通勤・通学や日常生活に必要な移動ができるよう、駅や各施設への重



)が実施する駅構内のバリアフリー化・安全対策を支援することで、駅を利用する多くの
施策目的・

(2)目的 ー・エスカレーターを設置するとともに、我孫子駅と天王台駅では、自由通路の整備を検討します。また、 事業目的 市民の利便性向上及び安全に繋がる。
展開方向

駅構内のエレベーターの設置を支援します。
〇我孫子駅のバリアフリー化 ４月～３月　我孫子駅構内エレベーター実施設計業務（ＪＲ実施）
・駅ホームにエレベーターが無い我孫子駅について、東日本旅客鉄道(株)東京支社と協議し、必要な支援（ 　　　　　　※協定締結の上、市としてエレベーター整備に必要となる経費を負担（支援）する。
負担金等）を行う。 当該年度 　　　　　　我孫子・天王台駅のホームドア整備支援の検討
〇我孫子・天王台駅のホームドア設置支援 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・駅利用者の転落防止のため、東日本旅客鉄道（株）が整備するホームドアに関して、支援の方法を検討す
る。

我孫子駅ラッチ内ＥＶ実施設計進捗率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 80

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 我孫子駅ラッチ内ＥＶ基本設計進捗率 直接 当該年度設計進捗率 ％ 100 100

令和 2年度 我孫子駅ラッチ内ＥＶ等工事進捗率 直接 当該年度工事進捗率 ％ 100

令和 3年度 我孫子駅ラッチ内ＥＶ等工事進捗率 直接 当該年度工事進捗率 ％ 100

我孫子駅構内のＥＶ設置については、市民の多くが求めるものであることから、自由通路整備計画と切り離し、ＪＲ東日本と協
(7)事業実施上の課題と対応 力し、先行して整備することを検討していく。また、我孫子駅・天王台駅のホームドアに関しては、整備後の効果を考慮し、支 代替案検討 ○有 ●無

援を検討していく。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 我孫子駅構内エレベーター等設備設置 ＊ 我孫子駅構内エレベーター等設備設置 ＊ 我孫子駅構内エレベーター等設備設置 0 ＊ 我孫子駅構内エレベーター等設備設置 0
＊ 基本設計負担金 7,666 ＊ 実施設計負担金 19,000 0 ＊ 工事負担金：未定 ＊ 工事負担金：未定
＊ 設計総額：23,000千円×1/3 ＊ 設計総額：57,000千円×1/3 （ＪＲとの設計協議により算出） （ＪＲとの設計協議により算出）

＊ 我孫子・天王台駅ホームドア整備支援 0 ＊ 我孫子・天王台駅ホームドア整備支援 0 ＊ 我孫子・天王台駅ホームドア整備支援 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 7,666 合　　計 19,000 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 75 ％ 14,200 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 7,666 4,800 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.73 0.73 0.73 0.73 0.73
正職員人件費 6,424 6,424 6,424 6,424 6,424

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 14,090 25,424 6,424 6,424 6,424
(11)単位費用

140.9千円／％ 254.24千円／％ 80.3
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子駅のラッチ内ＥＶ整備は、市民の多くが早期実現を望む事業であり、市としても市民生活向上のため、東日本旅客 ○①事前確認での想定どおり
鉄道（株）に対して積極的な支援を行っていく必要がある。また、ホームドアについては、近年、ホームから線路への落 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 下事故が増えていることを考慮し、整備主体であるJR東日本に支援を行っていく必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

工事の更なるコストダウン化を図るため、設計書完成が翌年度となった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 駅バリアフリー施設の整備には自治体の支援が無ければ早期

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 実現が図れないものとなっている。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
バリアフリー施設の整備手法は法令等により限定されたものとなっているため、市民の参加は難しい。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

工事のコストダウン化を図るため、設計の完了が翌年度となったため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 80 80
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ●②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 25,424 △11,334 6,424 25.27
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 設計の完了が翌年度となったことにより、精算に ●不要

設計の完了が翌年度となったことにより、精算に伴う支出についても翌 伴う支出についても翌年度に繰越となったため
年度に繰越となったため

△80.44

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 設計の完了が翌年度となったことにより精算に伴う支出

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 についても翌年度に繰越となったため

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.39

％ 10万円 1.25 320.51

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
我孫子駅構内エレベーターについては、駅利用者の利便性の確保、早期実現を考慮し着実に準備を進めていく必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 716 課コード 0602 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・交通課

個別事業 駅構内バリアフリー施設等の整備・支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.73 人）
(1)事業概要

(当　初) 25,424 千円 (うち人件費 6,424 千円）⑦事業費
総事業費 45,010 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63403 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

誰もが安全で快適に駅施設を利用できるよう、新木駅では、自由通路を整備し、駅南口・北口にエレベータ 東日本旅客鉄道(株



通手段であるバス 地域が育み誰もが安心・安全・快適に利用できる公共交通を確立する。
施策目的・

(2)目的 路線の延長など、地域住民や公共交通事業者と連携し、バス輸送力と利便性の向上を図ります。また、市域 事業目的 既存公共交通を補完する市民バスを運行する。
展開方向

東側の新たな公共交通として、シャトルバスの導入について市内バス事業者等と協議していきます。
〇地域公共交通協議会の運営 ４月～３月　あびバス運行（年中無休）
・我孫子市の公共交通等の発展を目指した連携計画に代わる新たな公共交通のあり方の検討。 ４月～３月　我孫子市地域公共交通協議会開催（２～３回）
・バス通行における安全性と地域の実情に沿ったあびバス運行方法の検討。 当該年度 ４月～３月　新たな公共交通のあり方検討
・公共交通の利用促進等の新たな交通政策の検討。 執行計画 ４月～３月　ユニバーサルデザインタクシー導入支援

(3)事業内容 内　　容 〇市民バスの運行
・地域が育み誰もが安心・安全・快適に利用できるあびバスの運行。
・バス老朽化等への対応策検討 あびバス・ふれあいバス（市内バス停）利用者数 想定値 210,000当該年度
〇新たな公共交通（シャトルバス等）の運行支援 単位 人

活動結果指標 実績値 222,052・民間事業者が主体となる新たな公共交通実現に向けた支援。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 あびバス各路線の課題を整理し、安心・安全でより地域に沿った運行形態とする。 直接 あびバス・ふれあいバス（市内バス停）利用者数 人 225,860 215,000

令和 2年度 あびバス各路線の課題を整理し、安心・安全でより地域に沿った運行形態とする。 直接 あびバス・ふれあいバス（市内バス停）利用者数 人 225,000

令和 3年度 あびバス各路線の課題を整理し、安心・安全でより地域に沿った運行形態とする。 直接 あびバス・ふれあいバス（市内バス停）利用者数 人 225,000

　バスの台数や運行費用の関係で、地域のすべてのニーズに応えることは難しい。特に運行ルートによっては利用者が少ないた
(7)事業実施上の課題と対応 め、運行経費の削減にも努めなくてはならない。こうした状況を地域の方に理解していただき、協力を得ていく必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

委員報償費 179 委員報償費 179 134 委員報償費 179 委員報償費 179
我孫子市地域公共交通協議会負担金 我孫子市地域公共交通協議会負担金 我孫子市地域公共交通協議会負担金 我孫子市地域公共交通協議会負担金
協議会運営費 協議会運営費 協議会運営費 協議会運営費
・需用費 20 ・需用費・事務費 70 63 ・需用費・事務費 70 ・需用費・事務費 70
・事務費 70 ・役務費 100 33 ・役務費 100 ・役務費 100
・役務費 20 ・旅費 4 3 ・旅費 4 ・旅費 4
・旅費 4 ・交通意識調査 1,000 1,000 ・交通意識調査 1,000 ・交通意識調査 1,000

実施内容 ・あびバス等運行調査・研究費 1,000 ・運転免許返納者優遇制度 480 747 ・運転免許返納者優遇制度 480 ・運転免許返納者優遇制度 480
　アンケート郵送費 105 ＊ ・ユニバーサルデザインタクシー支援 600 300 ・ユニバーサルデザインタクシー支援 300 ・ユニバーサルデザインタクシー支援 600

(8)施行事項
費　　用 ・運転免許返納者優遇制度 480 ＊ ・シャトルバス運行開始に向けた協議 0 ＊ ・シャトルバス運行事業 10,000 ＊ ・シャトルバス運行事業 20,000

＊ ・シャトルバス運行開始に向けた協議 0 印西市コミュニティバス負担金 4,206 4,206 印西市コミュニティバス負担金 4,144 印西市コミュニティバス負担金 4,144
印西市コミュニティバス負担金 4,076 市民バス運行業務委託 市民バス運行業務委託 市民バス運行業務委託
市民バス運行業務委託 ・新木地区 14,091 14,091 ・新木地区 14,131 ・新木地区 14,131
・新木地区 13,861 ・船戸・台田地区 5,546 5,546 ・船戸・台田地区 5,423 ・船戸・台田地区 5,423
・船戸・台田地区 5,283 ・栄・泉・並木地区 6,858 6,858 ・栄・泉・並木地区 6,933 ・栄・泉・並木地区 6,933
・栄・泉・並木地区 6,212 ・布施地区 10,325 10,325 ・布施地区 10,790 ・布施地区 10,790
・布施地区 11,461 ・根戸地区 8,754 8,754 ・根戸地区 9,139 ・根戸地区 9,139
・根戸地区 9,329 土地賃借料 30 30 土地賃借料 30 土地賃借料 30
土地賃借料 30

予算(決算)額 合　　計 52,130 合　　計 52,243 52,090 合　　計 62,723 合　　計 73,023
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 52,130 52,243 52,090 62,723 73,023

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.66 0.66 0.66 0.66 0.66
正職員人件費 5,808 5,808 5,808 5,808 5,808

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 57,938 58,051 57,898 68,531 78,831
(11)単位費用

0.28千円／人 0.28千円／人 0.26
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

公共交通等により市民の移動における利便性を確保することは重要な施策であり、既存交通の発展や新たな交通手段・対 ●①事前確認での想定どおり
策を検討し展開するためには、識者・交通事業者・市民・警察・国交省などが参加する我孫子市地域協議会で審議し、適 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 正な方法を決定していくことが必要です。既存交通を保管するあびバスの運行方法についても、法令上、同協議会で検討 ○要
   背景は？(事業の必要性) していくことが最善となります。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

我孫子市地域公共交通協議会（交通会議）を開催し、市内交通政策について協議した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 協議会及び交通会議は、法令により公共交通の運行方法を決

■提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 定できる機能を有した機関であるため。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民、公共交通事業者、行政等から構成される我孫子市地域 市民委員が参加し、地域の意見等を反映できるよう組織され ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 公共交通協議会で協議し、運行ルート等の検討を行っている ている。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 公共交通を推進することによって、CO2の削減に貢献してい 公共交通の利用を誘導することで環境負荷低減に繋げること ●①想定どおり
□②生き物と共存している る。 ができた。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
225,860 215,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウィルスの感染拡大に伴う外出自粛要請により年度末は利用者が激減
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 222,052 103.28

したが、年間を通しては多く方に利用いただくことができた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 58,051 △113 57,898 99.74
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△0.2

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 370.36

人 10万円 383.52 103.55

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
日本大学と共同研究を行い交通政策を検討していくことで、事業の必要性の検証も含めて高度な交通政策展開が可能となる。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1829 課コード 0602 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・交通課

個別事業 我孫子市地域公共交通協議会運営（市民バスの運行） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成元年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.66 人）
(1)事業概要

(当　初) 58,831 千円 (うち人件費 5,808 千円）⑦事業費
総事業費 54,006 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 58,051 千円 (うち人件費 5,808 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63402 重点４ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民が快適に通勤・通学や日常生活に必要な移動ができるよう、駅や各施設への重要な交



路３・４・１４号手賀沼公園・久寺家線の整 都市計画道路３・５・１５号根戸新田・布佐下線を国道３５６バイパスとして県が整備を進めており、整備
施策目的・

(2)目的 備を完了させるとともに、３・５・１５号根戸新田・布佐下線の整備に合わせて、３・４・９号下ヶ戸・中 事業目的 が完了するとバイパスの交通量増加が見込まれる。集中する交通を分散させるために、３・４・１０号青山
展開方向

里線と３・４・１０号青山・日秀線の整備を進めます。また、事故多発箇所や渋滞箇所については、安全施 ・日秀線及び３・４・９号下ヶ戸・中里線の整備を行う。
千葉県が進めている国道３５６号我孫子バイパス（都市計画道路３・５・１５号根戸新田・布佐下線）の整 〇千葉県との協議・調整　　　　　４月～３月
備進捗に合わせて、都市計画道路３・４・９号下ヶ戸・中里線の全長３，１４０ｍの内、未整備区間の延長 〇権利者との協議　　　　　　　　４月～３月
１１０ｍ（幅員１６ｍ）及び３・４・１０号青山・日秀線間全長５，２６０ｍの内、未整備区間の延長５８ 当該年度 〇事業用地取得　　　　　　　　　４月～３月
０ｍ（幅員１６ｍ）を整備する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

関係機関や権利者と協議・調整を行い、土地開発公社による用地先行 想定値 8当該年度
取得を行う。 単位 件

活動結果指標 実績値 2

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 関係機関や権利者と協議・調整を行い、土地開発公社による用地先行取得を行う。 直接 事業用地取得 件 2 8

令和 2年度 事業用地の取得及び道路整備工事を進める。 直接 用地買収及び道路改良工事 ％ 50

令和 3年度 道路整備工事の実施 直接 整備進捗率（用地取得率＋工事進捗率） ％ 100

事業化に向けて関係機関との協議・調整は当然必要となり、地権者を含めた関係権利者の理解と協力を得なければならず、現体
(7)事業実施上の課題と対応 制での対応は不可能である。事業費の財源として国庫補助金の要望や申請手続きもあわせて必要となることから担当職員の増員 代替案検討 ○有 ●無

が必要不可欠である。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 補助金申請 0 ＊ 補助金申請 0 ＊ 補助金申請 0 ＊ 補助金申請 0
＊ 事務用消耗品費 16 ＊ Ａ０カラー図面印刷代 0 ＊ Ａ０カラー図面印刷代 7 ＊ Ａ０カラー図面印刷代 7
＊ Ａ０カラー図面印刷代 7 〔用地等の取得〕 〔用地等の取得〕 〔用地等の取得〕

〔用地等の取得〕 ＊ 収入印紙代 62 23 ＊ 収入印紙代 103 ＊ 収入印紙代 11
＊ 収入印紙代 2 ＊ 不動産鑑定・登記手数料 3,829 2,928 ＊ 不動産鑑定・登記手数料 5,700 ＊ 不動産鑑定・登記手数料 17,400
＊ 不動産鑑定・登記手数料 4,042 ＊ 設計業務委託料 3,813 0 ＊ 物件調査業務委託料 3,000 ＊ 物件調査業務委託料 3,000
＊ 物件調査業務委託料 8,316 ＊ 物件調査業務委託料 0 〔委託費〕 ＊ 用地取得費（買戻し）（補助・起債対象 30,989

実施内容 〔委託費〕 ＊ 看板作成業務委託料 157 154 ＊ 擁壁詳細設計業務委託料（補助・起債対 3,000 ＊ 物件移転補償費（買戻し）（補助・起債 500,000
＊ 用地・路線測量業務委託料（補助・起債 14,770 ＊ 用地維持管理業務委託料 100 100 ＊ 除籍金（田地） 0 ＊ 除籍金（田地） 0

(8)施行事項
費　　用 ＊ 詳細設計業務委託料（補助・起債対象） 6,680 ＊ 市道拡幅用地取得費 1,265 1,265 〔債務負担行為（Ｈ３０～Ｈ３５）〕 〔債務負担行為（Ｈ３０～Ｈ３５）〕

＊ 地質調査業務委託料（補助・起債対象） 4,370 ＊ 物件移転補償費 0 ＊ 用地取得費（債務負担　　 千円） 0 ＊ 用地取得費（債務負担　　　千円） 0
＊ 代替地用地測量業務委託料 4,250 〔工事〕 ＊ 物件移転補償費（債務負担　　千円） 0 ＊ 物件移転補償費（債務負担　　千円） 0

〔債務負担行為（Ｈ３０～Ｈ３５）〕 ＊ 用地維持管理工事費 164 0
設定総額　668,415千円 〔債務負担行為（Ｈ３０～Ｈ３５）〕

＊ 用地取得費（債務負担3,850千円） 0 設定総額　668,415千円
＊ 物件移転補償費（債務負担1,000千円） 0 ＊ 用地取得費（債務負担30,989千円） 0

＊ 物件移転補償費（債務負担500,000千円 0
＊ 用地取得費（買戻し）（補助・起債対象 3,153 3,153

＊ 物件移転補償費（買戻し）（補助・起債 3,706 1,575
予算(決算)額 合　　計 42,453 合　　計 16,249 9,198 合　　計 11,810 合　　計 551,407
国庫支出金 補助率 55 ％ 1,778 補助率 50 ％ 0 0 補助率 50 ％ 1,500 補助率 50 ％ 265,450
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 90 ％ 21,600 充当率 90 ％ 4,200 4,200 充当率 90 ％ 1,300 充当率 90 ％ 238,900

(9)財源内訳
一般財源 19,075 12,049 4,998 9,010 47,057

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.7 1.4 1.4 0.85 0.85
正職員人件費 14,960 12,320 12,320 7,480 7,480

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 57,413 28,569 21,518 19,290 558,887
(11)単位費用

19,137.67千円／式 3,571.13千円／件 10,759
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

都市計画道路３・５・１５号根戸新田・布佐下線（国道３５６我孫子バイパス）の完成に伴い、増加する自動車交通を幹 ●①事前確認での想定どおり
線道路網を築くことにより分散させ、安全で快適な交通空間を確保する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

都市計画道路３・５・１５号根戸新田・布佐下線（国道３５６号バイパス）の開通に伴い増加する自動車交通を幹線道路
網を築くことにより分散させ、安全で快適な交通機能や空間機能を確保する必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 都市計画法に基づく認可事業のため、市が実施する必要がある。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 中里市民の森等の周辺環境に配慮した街路樹の設置を検討す 中里市民の森に影響しない路線計画とした。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している る ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
2 8 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

道路の詳細設計が完了しなかったため、用地交渉を行えない地権者がいた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 2 25
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 28,569 28,844 21,518 75.32
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

道路の詳細設計が完了しなかったため、用地交渉を行えない地権者がい
た。

50.24

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 道路の詳細設計が完了しなかったため、用地交渉を行え

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 ない地権者がいた。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.03

件 10万円 0.01 33.33

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
円滑で快適な交通流動の確保という施策の実現に必要な事業であるため、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2016 課コード 0602 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・交通課

個別事業 下ヶ戸・中里線外１線の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 ■湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 令和 5年度 ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 1.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 38,720 千円 (うち人件費 12,320 千円）⑦事業費
総事業費 1,173,000 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 28,569 千円 (うち人件費 12,320 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63102 重点なし ○有 ○無 (計画名) 都市計画マスタープラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

中心拠点活性化の観点から、現在整備を進めている都市計画道


